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１．平成２１年度の検討方針
平成２１年７月１０日

（１）平成２１・２２年度改正内容の検証

第１回懇談会 資料より

○改正趣旨の実現状況

・完成工事高と工事成績の評価のバランスが適切なものとなったか。

直轄工事 県工事でも不良不適格企業の評価を低めることが可能とな たか

⇒ 評価項目①

⇒ 評価項目②・直轄工事、県工事でも不良不適格企業の評価を低めることが可能となったか。

・直轄工事の実績は無いが、県工事で優良な実績を有する企業の評価を高めることが可能になったか。

○改正内容の周知状況 経過措置の周知状況が十分であ たか

⇒ 評価項目②

⇒ 評価項目③

○改正内容の周知状況、経過措置の周知状況が十分であったか。

（２）次回（平成２３・２４年度）改正に向けた検討

検証結果を基に、次回における経過措置の扱いを検討する。

○主な検討課題

・工事規模と工事成績の適切なバランスとなる計算式のあり方・工事規模と工事成績の適切なバランスとなる計算式のあり方

・技術評価点数０点の企業＝最下位等級と扱ってよいか

・直轄工事と県工事の実績のウエイトや優良な工事実績の線引きの考え方

1
・次回の経過措置の考え方

・周知方法や周知期間



２．平成２１年度における検討概要（報告）

技術評価点-経営事項評価点の分布

・技術評価点－経営事項評価点の分布は、平成21・22年度方式においても正の相関関係が確認。

・Ａ、Ｂランクでは従前よりも分布範囲が広がり、評価の分散化に寄与。

・一方、Ｃ、Ｄランクでは従前よりも分布範囲が下位に集中し、分散化には寄与していない。（以上、全地整共通）

技
術

評
価

点

A等級
B等級
C等級
D等級

凡 例

Ｈ19・20 関東地整 Ｈ21・22 関東地整

経営事項評価点

2,000

2,500

2,000

2,500

1,000

1,500

技
術

評
価

点
（
点

）

A等級

B等級

C等級

D等級 1,000

1,500
技

術
評

価
点

（
点

）
A等級

B等級

C等級

D等級

0

500

0 500 1,000 1,500 2,000

0

500

0 500 1,000 1,500 2,000

2

経営事項評価点（点） 経営事項評価点（点）



２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目① 事金額評価を実数(契約金額 万円)から対数化((契約金額 万円)の底を とした常用評価項目① 工事金額評価を実数(契約金額÷100万円)から対数化((契約金額÷100万円)の底を10とした常用
対数)することにより、技術力を適正に評価できるようになったか。

・実数→対数化により、工事実績の多い企業が高く評価されるようになった。（直轄工事実績、地方公共団体工事実績とも）

等級変動 関東地整

・工事成績評定との関係でみると、成績の良い企業が高い評価を受ける傾向にある。
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※経過措置企業および技術評価点０点の企業を除く 関東 n=1,799



２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目① 事金額評価を実数(契約金額 万円)から対数化((契約金額 万円)の底を とした常用評価項目① 工事金額評価を実数(契約金額÷100万円)から対数化((契約金額÷100万円)の底を10とした常用
対数)することにより、技術力を適正に評価できるようになったか。

■実数から対数化による等級変動企業の概要 【関東地方整備局】
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２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目② 技術評価点がゼロ点の企業を最下位等級に位置付けることにより 技術力を適正に評価できるよう評価項目② 技術評価点がゼロ点の企業を最下位等級に位置付けることにより、技術力を適正に評価できるよう
になったのか。

・技術評価点０点で最下位等級(Ｄ等級)に位置付けられた企業は、関東で151社と、全体の1～6％程度。

・これらの中には、直轄工事や地方公共団体工事(いずれも一般土木)の受注実績のある企業が含まれるが、これら企業の工事
成績評定は低い。
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技術評価点ゼロにより最下等級 関東地整技術評価点0点企業の最下位等級への格付けの有無 関東地整
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※経過措置企業および技術評価点０点の企業を含む 関東 n=2,582

0

改正前 改正後
151社/2,582社 5.8％ 技術評価点0点企業の最下位

等級への格付け有
技術評価点0点企業の最下位

等級への格付け無



２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目② 技術評価点がゼロ点の企業を最下位等級に位置付けることにより、技術力を適正に評価できるよう
になったのか。

■技術評価点ゼロ点により最下位等級に位置付けられる企業の概要 【関東地方整備局】

「一般土木」の工事実績の内訳
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２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目③ 地方公共団体の実績を考慮することにより、新規参入を促進できるようになったのか。

・地方公共団体の実績を考慮することにより、地方公共団体工事実績（とりわけ受注件数）の多い企業が評価されるようになっ
たが、等級変動が発生した企業数は全体の0.2％未満である。

等級変動 関東地整
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（ ）カッコ内は都府県のみ技術点を有する企業数

※経過措置企業および技術評価点０点の企業を除く 関東 n=1,799



２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目③ 地方公共団体の実績を考慮することにより、新規参入を促進できるようになったのか。

■地方公共団体の実績を考慮したことによる等級変動企業の概要 【関東地方整備局】
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２．平成２１年度における検討概要（報告）

① 事規模を実数 常 数 適 数があ な評価項目①-２ 工事規模を実数、常用対数以外で適切に評価できる関数があるのではないか。

・実数→平方根により、対数化と同様、工事実績の多く、工事成績の優れた企業が高く評価されるようになるが、等級変動の程度
は、実数→対数化の場合に比べ小さい。

2 000
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※経過措置企業および技術評価点０点の企業を除く 関東 n=1,799

52社、2.9％104社、5.8％



２．平成２１年度における検討概要（報告）

① 事規模を実数 常 数 適 数があ な評価項目①-２ 工事規模を実数、常用対数以外で適切に評価できる関数があるのではないか。

■実数から平方根による等級変動企業の概要 【関東地方整備局】
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■実数から対数による等級変動企業の概要 【関東地方整備局】
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対　数 1,185.5 408.1
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２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項 ① 総合評価方式(標準型及び高度技術提案型) 参加 た結果を評価 たが そ 重要度が契約評価項目①-３ 総合評価方式(標準型及び高度技術提案型)に参加した結果を評価したが、その重要度が契約し
た結果の重要度と比較して大きすぎるのではないか。

・総合評価方式（標準型及び高度技術提案型）に参加した結果（＝「第２項」）の影響による順位変動は大きくない

等級変動 関東地整

・総合評価方式（標準型及び高度技術提案型）に参加した結果（＝「第２項」）の影響による順位変動は大きくない。
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※経過措置企業および技術評価点０点の企業を除く 関東 n=1,799

0

第2項無 第2項有16社、0.9％



２．平成２１年度における検討概要（報告）

③ 業 新規参 を促進す 方 体 実績 が軽すぎ な評価項目③-２ 企業の新規参入を促進するためには、地方公共団体の実績評価の重みが軽すぎるのではないか。

・地方公共団体の実績評価の重みを大きくする（非考慮→0.5）と、都道府県工事実績の多い会社がより評価されるようになり、
今回（非考慮→0 1）に比べ 等級変動が生ずる企業数が4 12倍程度増加する今回（非考慮→0.1）に比べ、等級変動が生ずる企業数が4～12倍程度増加する。

2 000

地方公共団体の重みによる等級変動 関東地整
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※経過措置企業および技術評価点０点の企業を除く 関東 n=1,799

28社、1.1％8社、0.4％



２．平成２１年度における検討概要（報告）

評価項目③-２ 企業の新規参入を促進するためには、地方公共団体の実績評価の重みが軽すぎるのではないか。

■地方公共団体の重みを0.5としたことによる等級変動企業の概要 【関東地方整備局】

③
平均

受注件数
(件/社)

④
平均

受注金額
(百万円/社)

⑤
平均

成績評定
(点)

⑥
平均

受注件数
(件/社)

⑦
平均

受注金額
(百万円/社)

⑧
平均

成績評定
平均との差

(点)

②
平均

技術評価点
(点)

直轄工事実績 都道府県工事実績
①

平均
経営事項
評価点

(点)
(点)

無 1,332.0 756.9
0.5 1,332.0 856.1
無 1,326.0 622.4
0.5 1,326.0 1,209.5
無 1,275.8 238.0

94.0 8,956.5

1 1412 42 3

3.9

3.9

7,821.227.0

74.9

B→C
1 495 6 74 26 8

9,512.1

3,322.2

14.0
A→B
1社

B→A
1社

11.0

73.4

0.5 1,275.8 243.2
無 1,206.3 168.9
0.5 1,206.3 448.5
無 843.9 6.4
0.5 843.9 8.1
無 834.6 -0.4

3 3

0.6

5,071.2 4.4

80.0

5.8 918.9
C→B
4社

28 00 2 539 8

1.1412.42.3

65 5 10 1

C→D
9社

74.1 26.8

4社
1,495.6 74.26.8

D→C

2.20.3 19.2 72.8

0.5 834.6 35.7
3.328.00.2 539.865.5 10.1

9社

■地方公共団体の重みを0.1としたことによる等級変動企業の概要 【関東地方整備局】

③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
⑧

平均
②

平均

都道府県工事実績直轄工事実績
①

平均
経営事項 平均

受注件数
(件/社)

平均
受注金額

(百万円/社)

平均
成績評定

(点)

平均
受注件数
(件/社)

平均
受注金額

(百万円/社)

平均
成績評定

平均との差
(点)

無 1,200.5 308.3
0.1 1,200.5 317.7
無 1 193 5 296 8

平均
技術評価点

(点)

12.0 2,131.5 75.0
B→C
2社

経営事項
評価点

(点)

C B

5,023.4 1.918.5
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無 1,193.5 296.8
0.1 1,193.5 331.5
無 848.0 0.0
0.1 848.0 0.3
無 848.5 -1.9
0.1 848.5 4.6

C→B
2社

26.0

1.42.0

3.9

76.6

6,176.7

9.5 457.6 2.3

76.0

-

9.0 1,299.8

0.0 0.0

125.9
D→C
2社

1.0 65.5

C→D
2社



３．前回改正点の評価結果を踏まえて、次回審査
までに検討すべき事項までに検討す き事項

（１）技術力の適正な評価＜現状に対する評価＞

平成21・22年度競争参加審査改正点の評価 次回審査までに検討すべき事項

■工事規模の評価方法（実数、対数、
平方根）

評価項目①：工事規模の対数値化に対する評価

・実数→対数により、

-工事成績の良い企業を高く評価。

工事実績の多い企業を高く評価 ■「契約した結果」と「総合評価に参加-工事実績の多い企業を高く評価。

-技術評価点が増加し、B・C等級を中心に分散化。

■「契約した結果」と「総合評価に参加
した結果」とのバランス（第２項の係
数）

■技術評価点ゼロ点の企業を最下位

評価項目②：技術評価点0点の企業に対する評価

・ 技術評価点0点の企業の中には ｢一般土木｣の受注実績のある企業が含まれるが 工事成績は悪い ■技術評価点ゼロ点の企業を最下位
等級(Ｄ等級)とすることの妥当性

技術評価点0点の企業の中には、｢ 般土木｣の受注実績のある企業が含まれるが、工事成績は悪い。

評価項目③：地方公共団体の実績を考慮したことに対する評価

・地方公共団体の実績の多い企業が評価されるようになったが、等級変動が生じた企業は僅か。

＜改善に向けての検証＞

（２）実績のない企業(新規)の参入
を促進

評価項目①-2：実数→対数を実数→平方根とすることによる影響

・実数→平方根とすれば、

-「実数→対数」と同様に工事成績の良い企業が高く評価。

＜改善に向けての検証＞

■地方公共団体の実績評価の「重み
付け」（第３項の係数）

-「実数→対数」と同様に工事実績の多い企業が高い評価。

-「実数→対数」と比べて等級変動の程度は小さい。

評価項目①-3：総合評価方式に参加したことによる影響

（３）その他
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・ 「総合評価に参加した結果」の影響による順位変動は大きくない。

評価項目③-2：地方公共団体の実績にる重みを変化させることによる影響

・例えば、地方公共団体の実績の重みを0.1から0.5とすることで、等級変動が生ずる企業数が4～12倍に増加。



４．平成２２年度の実施計画（案）

（１）平成２１・２２年度競争参加資格審査改正点の評価の充実

○前回改正点の評価の充実
・平成２１年度に行った３地方整備局のデータを用いた検討に加え、残る５地方整備局についても、同様の
検討・評価を実施。

（２）次回（平成２３・２４年度）改正に向けた検討

○検討方針
①技術力の適正な評価①技術力の適正な評価
・工事規模と工事成績の適切なバランスとなる計算式のあり方
・技術評価点数０点の企業＝最下位等級と扱ってよいか

②実績のない企業（新規）の参入を促進②実績 な 企業（新規） 参入を促進
・直轄工事と県工事の実績のウエイトや優良な工事実績の線引きの考え方

○検討内容
事規模 評価方法（実数 対数 平方根）・工事規模の評価方法（実数、対数、平方根）

・技術評価点ゼロ点の企業を最下位等級（Ｄ等級）とすることの妥当性
・地方公共団体の実績評価の「重み付け」（第３項の係数）

（３）発注標準のあり方、技術力評価のあり方に関する検討
15



【参考】平成２１・２２年度の算定式の主な改正点

前回の算定式による技術評価点数は工事規模が支配的な要素となっている傾向にあるため、
今回の算定式では 地方公共団体の実績も考慮し 工事成績評定をより重視した評価とした

〔前回（平成19･20年度）の技術評価点数の算定式〕

技術評価点数 ＝

今回の算定式では、地方公共団体の実績も考慮し、工事成績評定をより重視した評価とした。

技術評価点数

∑｛（【成績評定】－65）×【技術的難易度】×【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】×【調整係数】｝

＋∑｛ 【技術的難易度】×【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】｝

〔今回（平成21・22年度）の技術評価点の算定式〕

技術評価点数 ＝

∑｛（【成績評定】－65）× 【技術的難易度】×Log【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】

×【調整係数】×【直近係数】｝

＋∑｛ 【技術的難易度】×Log 【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】＋∑｛ 【技術的難易度】×Log 【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】

×【調整係数】×【直近係数】｝

＋∑｛（【成績評定】－成績評定平均点）× Log【工事規模】×【部局係数】×【直近係数】｝

16
※ ：提案し、施工（落札）した者 ：提案し、落札できなかった者 ：他の公共発注機関の実績

赤字：平成19・20年度の算定式から見直した指標 青字：新たに追加した指標



【参考】平成２１・２２年度の算定式の主な改正点

【成績評定】 工事成績評定点 直轄工事は６５点を控除する【成績評定】 工事成績評定点。直轄工事は６５点を控除する。
地方公共団体は各団体の平均点を控除する。

【技術的難易度】 工事技術的
難易度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

【工事規模】 最終請負金額を百万円で除した数値。対数値として用いる。

係数
（下段：見直し案）

1.0
1.2
↓
1.25

1.4
↓
1.5

1.6
↓
1.75

1.8
↓
2.0

2.0

【総合評価】 総合評価方式（標準型及び高度技術提案型）における評価結果（加算点）を反映。
【総合評価】 ＝ １＋【得点率】（１．０～２．０）
【得 点 率】 ＝ 得点／加算点

【部局係数】
工事請負金額

部局係数

現行 見直し案

当該地方支分部局
が発注した工事

全工事 １．０ １．０

７億９ ０００万円 以上 １ ０

他の地方支分部局
が発注した工事

７億９，０００万円 以上 １．０
１．０

２億円 以上 ７億９，０００万円 未満 ０．５

２億円 未満 ０．２ ０．５

地方公共団体の実績 － ０．１

【調整係数】 低入札価格調査対象者で、かつ工事成績６５点未満の場合に「２」を乗じる。
地方公共団体の成績評定平均点以下の工事の場合は「０」を乗じる。

【直近係数】
実績 事

係数
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実績工事
現行 見直し案

直近２年以内の完成工事 １．０ ２．０

直近２年超 ４年以内の完成工事 １．０ １．０



【参考】 工事規模と工事金額との相関関係

・「工事規模」を「技術者数×従事期間」と捉え 工事金額の変数に置き換えて考えると 「実数」 「対数」 「立法根」と比べ・「工事規模」を「技術者数×従事期間」と捉え、工事金額の変数に置き換えて考えると、「実数」、「対数」、「立法根」と比べ、
「平方根」が最も上手く表現できる。（相関係数R=0．67）

技術者数・従事期間-工事金額

y = 3E-06x
R = 0.4298

7,000

5,000

6,000

）

3,000

4,000

数
×

従
事

期
間

（
人

・
日

）

y =   0 .0614x^1/2
R =  0 .6684

y = 0.1003x
0.4676

R = 0.6702

2,000

,

技
術

者
数

y =  1.4771x^1/3
R = 0.6042

0

1,000

0 500,000,000 1,000,000,000 1,500,000,000 2,000,000,000 2,500,000,000

工事金額（円）

y = 91.779Log(x)
R = 0.2748
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工事金額（円）

※H19・20年度に竣工した一般土木全工事を対象。

技術者数×従事期間、工事金額は、コリンズに登録されているデータ。


